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（名称、所在地） 

第１条 本会は北関東地区化学技術懇話会と称し、事務局を群馬大学理工学部物質・環境類内及

び宇都宮大学工学部基盤工学科応用化学コース内に置く。 

 

（目的） 

第２条 本会は北関東地区における化学技術に関する学術並びに技術の向上をはかり、合わせて

会員相互の親交を図ることを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 本会の目的を達成するために次の事業を行う。 

   （１）研究会、講習会、講演会、及び見学会の開催 

   （２）（公社）化学工学会及び関連諸学会等との交流と諸学会主催行事の協賛 

   （３）その他必要と認める事業 

 

（会員） 

第４条 本会の会員種別は次の通りとし、その詳細は付則に定める。 

    （１）名誉会員 

    （２）功労会員 

    （３）個人会員 

    （４）賛助会員 

 

（入会、退会） 

第５条 入会及び退会は、本事務局に書面あるいは電子メディア等による届出をしなければなら



ない。 

 

（役員） 

第６条 本会には次の役員をおく。 

    （１）会長  １名 

    （２）副会長 ３名以内 

    （３）理事（必要に応じて数名の常任理事をおく） 

    （４）会計監事 ２名以内 

    （５）幹事 

    （６）顧問  若干名 

 

第７条 会長は総会の推薦によりこれを推戴し、その他の役員は推薦により、会長がこれを委嘱

する。 

 

第８条 会長は本会を代表し、会務を総括する。副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、 

その職務を代行する。 

 

第９条 理事は本会の事業を企画し、また、本会の業務の処理にあたる。 

 

第１０条 会計監事は会計の監査にあたる。 

 

第１１条 幹事は理事を補佐し，本会の業務を遂行する。 

 

第１２条 役員の任期は、原則として２年とする。また、留任を妨げない。但し、転勤などの 

都合でやむなく任期途中で退任しなければならない場合には、原則として前任者が、 

同一組織内で後任者を指名し、会長に報告、了承を得るものとする。但し、後任者の 

任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（総会） 

第１３条 総会は年１回を原則とし、会長がこれを召集する。 

 

第１４条 総会では次の事項を行い、議決は出席者の過半数の賛成による。  

    （１）事業、会計の報告及び承認 

    （２）役員の改選 

    （３）規約の変更 

    （４）その他必要事項 

 

（理事会） 

第１５条 理事会は会長、副会長、理事及び会計監事により構成され、必要に応じて会長が召集 

する。 



     ２ 幹事は理事会に出席し，意見を述べることができる。 

 

第１６条 理事会は事業を企画し、これを執行する。常任理事会は理事会に準ずる。 

 

（会計） 

第１７条 本会の運営に必要な経費は、会費、寄付金及びその他の収入をもってこれにあてる。 

 

第１８条 個人会員は、年度毎の総会において別に定める年会費を納入する。 

賛助会員は年度毎の総会において別に定める年会費を納入する。 

功労会員および名誉会員は、会費を納めなくても良い。なお、本会の主催する各事業       

に対して、賛助会員１口につき２名は会員として認める。 

 

第１９条 本会の事業会計年度は毎年３月１日より翌年２月末日迄とする。 

 

第２０条 本規約の改廃は理事会及び総会の議を経て本会会長が行う。 

 

 

（付則・細則） 

第２０条 本規約は令和７年８月１日から施行する。 

 

第２１条 本規約の執行に必要な事項は、付則及び細則として定める。 

 

 

付則 

 

（会員資格） 

第１条 規約第４条に定める会員資格は次の通りとする。 

（１）名誉会員：本会に特に功績のあった会員で、理事会の議を経て選出された者。 

（２）功労会員：役員を３期以上務め、本会に功績のあった会員で、理事会の議を経て

選出された者。 

（３）個人会員：本会の目的に賛同する者。 

（４）賛助会員：本会の目的に賛同し、その事業目的遂行のため援助する法人又はその

工場、研究所、試験所、公共団体等の機関。 

 

（付則の発効） 

第２条 本付則は令和７年８月１日をもって発効する。 


